
令和3年度 第３回
「2050年北海道温室効果ガス排出量実質ゼロに向けた懇話会」

次 第

日 時：令和3年12月17日（金) 15時00分～

場 所：北海道立道民活動センター かでる2･7 1030会議室

(web会議システムによるオンライン併用)

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 議 事

（１）本日ご議論いただきたいこと

（２）道内中小企業による脱炭素経営の推進について

（３）道内における環境と経済の好循環の創出について

（４）脱炭素社会への移行に伴う事業者への配慮について

（５）2050年までの推進の目安などの分かりやすい示し方などについて

（６）その他

４ 閉 会

【 資 料 】

資料１ 本日ご議論いただきたいこと

資料２ 安江代表提出資料

資料３ 道内中小企業による脱炭素化経営の推進について

資料４ 脱炭素社会への移行に伴う事業者への配慮について

資料５ 2050年までの推進の目安などの分かりやすい示し方について

資料６ 山中座長提出資料

参考資料１ 前回までの議事概要



本日ご議論いただきたいこと 資料１

１．道内中小企業による脱炭素経営について

道内には、経営規模の小さな事業者が多く、温暖化対策の取組の重要性は

理解しつつも、何からどのように取り組むべきか分からないとの声もあるため、

・中小企業が進めやすい取組

・脱炭素の取組を進めることのインセンティブ

などについて、ご意見を伺いたい。
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本日ご議論いただきたいこと

２．ゼロカーボン北海道の実現に向けた道内における環境と経済の好循環の創出について

ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組を進める中で「環境と経済の好循環」の

創出を促進していきたいと考えているが、今後道内において、どのような環境ビジ

ネスの展開や課題解決が進んでいくと考えられるのかなど、さまざまな観点から、

ご意見を伺いたい。

【参 考】
○ 北海道温暖化対策推進計画
重点的に進める取組の１つとして、「環境と経済の好循環の創出」を掲げており、具体的には、
・北海道の特徴や優位性を活かしたイノベーションの実現・展開
・ＥＳＧ投資の普及拡大
・脱炭素ビジネスの創出
・事業者による気候変動に対応した経営戦略の開示や脱炭素に向けた目標設定など積極的な
脱炭素経営の促進

・Ｊ－クレジット制度の活用やカーボンフットプリント普及の促進
などの施策を進めることとしている。

○ 国の「地球温暖化対策計画」（サステナブルファイナンスの推進）
地域の脱炭素化を地域の経済と環境の好循環の創出につなげるため、地域金融の役割が

重要であり、地方公共団体等と連携する先進的な地域金融機関による、地域資源を活用した
ビジネス構築や地域課題の解決のモデルづくりを推進することで、ＥＳＧ地域金融の取組を
促進することとしている。 2



本日ご議論いただきたいこと 資料１

３．脱炭素社会への移行に伴う事業者への配慮について

脱炭素社会への移行に伴い産業構造にも変化が生じることが想定されるが、

脱炭素に関する取組を地域の経済や社会との好循環につなげるため、影響を

受ける事業者に対する配慮の参考とするため、

・脱炭素社会への移行により影響を受ける事業者との連携による取組

・ガソリンスタンドや燃料販売店などの事業者への影響を緩和するためには、

どのような対策が有効か

などについて、ご意見を伺いたい。
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本日ご議論いただきたいこと

４．2050年までの推進の目安などの分かりやすい示し方などについて

ゼロカーボン北海道の実現に向けては、長期間で社会全般にわたる取組が必要と

なり､実現後の姿やそこに至るまでの道筋などを道民や事業者など全ての主体が

共有することが重要であることから、

・現在、見直しを行っている計画の中で、それらを分かりやすく示していきたいが、

どのような手法（方法、イメージ）が考えられるか

・分かりやすい示し方の中に盛り込むべき項目（事項）として、どのようなものが

考えられるか

などについて、ご意見を伺いたい。
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2021.12.17

「2050年北海道温室効果ガス排出量実質ゼロに向けた懇話会」
検討資料

■コレクティブインパクト
北海道独自のプロジェクト

■事例
京都市SDGs未来都市計画

安江 哲

資料２ 

059214
四角形



コレクティブインパクト

◆コレクティブインパクトとは

コレクティブインパクトとは、様々なプレイヤーが共同して社会課題解決に取り組むための一つの

スキームであり、共同の効果を最大化するための枠組みのことを指す。

ある特定の社会課題の解決に取り組むプレイヤーは自治体、企業、NPO、政府、財団など様々な分野で

多数存在する。

そのようなプレイヤーが社会課題解決に個別に取り組むのではなく、Collective（集合的）にインパクトを

起こすことを重視し、その実現のための具体的なアプローチを指すこともある。

◆協働や連携との違いは？

コレクティブインパクトの特徴としては、通常の協働や連携とは異なり5つの決められたアジェンダが

学術的な研究を通して確立されていることが挙げられる。具体的には、以下の通りだ。

（1）その課題に関わりうるあらゆるプレーヤーが参画していること

（2）成果の測定手法をプレーヤー間で共有していること

（3）それぞれの活動が互いに補強し合うようになっていること

（4）プレーヤー同士が恒常的にコミュニケーションしていること

（5）上記4つすべてに目を配る専任のスタッフがいる組織があること

同じ社会課題解決を目指す多様なプレイヤーが、これら5つのアジェンダに沿って連携することが求められる。

共通のアジェンダがあることで、異なる強みを持つプレイヤー同士が連携しつつ、同じ目標を目指して円滑に

社会課題解決に取り組むことを可能にする。

引用：https://ideasforgood.jp/glossary/collective-impact/



北海道独自のプロジェクト

◆プレーヤー

自治体（市町村）、企業、産業（農業、漁業）として取り組むことはもちろん、北海道民全員がプレーヤー

◆成果の測定手法

北海道独自のLINEアプリなど作成し、それぞれの取り組みを報告できる仕組みをつくる

個人は「ポイント取得」や「バーチャルで育てる樹木や動物」など

自治体や企業・産業は「北海道オリジナルの評価制度」など

「継続して取り組みを続ける」「取り組みをブラッシュアップさせる」「より高い目標に取り組む」には

「誰かが認めてくれる」「達成感が得られる」ことが重要であり、社会課題解決といった大きな目標に

取り組むには、共に活動している人や、企業・産業、自治体がいて、目標に対してどう活動しているかを

「見える化」することが必要！

◆お互いの活動がお互いを補強

まずは「企業教育」「家庭教育」「幼児教育」、様々な年齢層や組織に合った教育プログラムの確立をする

プログラムでは課題解決に対する目標（季節 → 月 → 週 → 日）を細かく設定する

◆コミュニケーション

大きなひとつの目標「温室効果ガス排出量実質ゼロにする！」を掲げても、温室効果ガス排出量はゼロにならない

ゼロに近づけるためには「誰が、いつ、どこで、どのような」取り組みをするのか

その取り組みを「どれだけの人が、どれくらいの期間取り組むと、なにが、どれだけ、どう変わる」のか

自分の取り組みが、誰の（何の）どんな取り組みを後押ししているのか、知ることができる環境づくりが大事

アクションを増やすためには、わかりやすく、ひらかれたプロジェクトにすることが重要な一歩！



京都市SDGs未来都市計画



宮古島プロジェクトを北海道へ

◆宮古空港貨物ターミナル「独立分散型太陽光発電＋蓄電池」事業

2016年４月、宮古空港貨物ターミナルで設置作業が進められていた独立分散型太陽光発電・蓄電施設が本格稼働を

開始。ＣО２排出削減と非常時の電源確保を目的に整備され、発電量は毎時83kw。 同貨物地区における年間電気使用

量の約78％を補完でき、台風等停電時も蓄電池に貯めた電源を使用できる。

CO2削減

蓄電池併設独立型太陽光発電システム

非常時の電源確保

● 蓄電池は高サイクル寿命で定期的な回復充電が不要なリチウムイオン電池を採用。

● 通常時は不可を電力会社系統と切り離し、本システムから給電する。

● 蓄電池残量が不足した場合は、不可を電力会社系統に切り替えて給電する。

リチウムイオン電源にてスマートシティー化を北海道として取り組む！約50世帯規模の街づくり

貨物棟屋根に設置された太陽電池 パワーコンディショナ等収納パッケージ リチウムイオン電池パッケージ



道内中小企業による脱炭素経営の推進について 資料３
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道内中小企業による脱炭素経営の推進について

排出量の把握が困難
（複数回答）

補助金・税制面での
支援が必要
（複数回答）

メリット･デメリット
の明示（建設業）

かかり増し経費が課題
（農業）

時間（人工）と経費
をかけられない
（農業）

費用対効果が不透明
（建設業）

具体的なインセン
ティブが必要
（建設業）

どの分野が問題で削
減すべきか判断が難
しい（建設業）

事業者（中小企業）の意見（抜粋）

・中小企業が進めやすい取組
・脱炭素の取組を進めることのインセンティブ
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脱炭素社会への移行に伴う事業者への配慮について 資料４

地域脱炭素ロードマップのキーメッセージ
～地方からはじまる、次の世代への移行戦略～

脱炭素社会への移行に取り残さない配慮が必要
1



脱炭素社会への移行に伴う事業者への配慮について

脱炭素化に向けた取組の例
・再エネの導入拡大
・ゼロカーボンドライブの推進
・ZEB（ZEH）の普及

影響を受ける事業者の例
・地域のガソリンスタンドや燃料を扱う事業者
・地場の建設事業者など（技術力）

・脱炭素社会への移行により影響を受ける事業者との連携による取組
・ガソリンスタンドや燃料販売店などの事業者への影響を緩和するためには、
どのような対策が有効か

出典：地域脱炭素ロードマップ（国･地方脱炭素実現会議）
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ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組は⾧期間で社会全般にわたるため、実現後の姿やそこに至るま
での道筋を道民や事業者、行政など全ての主体が共有することが重要であることから、今回の計画の見直
しにおいては、より分かりやすい形で道民や事業者に対して示していくことを考えており、そのためには、どの
様な形で整理を行っていくべきかご意見を賜りたい。

＜参考＞ 現計画における記載

1

道民・事業者と共有できる、より分かりやすい
推進の目安・将来の姿

資料５2050年までの推進の目安などの分かりやすい示し方について



ゼロカーボン北海道の実現

2050年までの推進の示し方（イメージ）

２０１３年度
（基準年度）

・省エネルギー・新エネルギー関連設備
および機器の導入促進
・温暖化防止行動の促進
・エネルギー管理の徹底
・再生可能エネルギーの導入促進
・３Ｒの推進 等

●％削減

（新目標値）％削減

・省エネルギー設備の普及
・エネルギー利用の効率化の促進
・再生可能エネルギー導入促進

等

取
組
・
技
術

取
組
・
技
術

取
組
・
技
術

2030年度～2050年度に進
められると想定される取組
を記載

2050年ゼロカーボン北海道（目標）から
逆算（バックキャスト）し、課題に必要な
対策・施策を検討

35％削減

・計画の見直しににより、追加
される取組等を記載

二次計画の取組

三次計画の取組

2019年度
（推定値） ２０２１年度 ２０３０年度 ２０５０年

三次計画の取組追加施策

2030年度以降の土台を築く重要な期間 ●●●の期間

～2030年まで 2030年～2050年

社会システムの脱炭素化等
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現 状 ～２０２５年度 ～２０３０年度 ～２０４０年度 ～２０５０年

開発段階 実証段階 導入拡大段階 自立運用段階運輸部門

電動車・インフラの導入が拡大

モビリティ社会の理想像

燃料がカーボンニュートラル化 燃料がカーボンニュートラル化 燃料がカーボンニュートラル化 燃料がカーボンニュートラル化

○道内の約２０％を排出
・広域に都市や集落が分散
している地域構造から移動
に使用する自動車のガソリン
など化石燃料の使用量が多
く、全国平均よりも温室効果
ガス排出割合が多い。

＜モビリティ社会の理想像＞将来の姿（イメージ）

現 状 ～2040年度 ～2050年度（将来）2030（目標）

ゼロカーボン北海道CO2排出量 ●●万ｔ
2013年度（基準値）

●●万ｔ

2025（目安値※）

※2025年度の数字は2030年度に向けた
進捗状況を確認するための目安として示す。

各部門の推進と将来の姿を示すイメージ

●●万ｔ ●●万ｔ

3



＜参考例＞ みどりの食料システム戦略
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＜参考例＞ 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦略
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＜参考例＞ 群馬県地球温暖化対策実行計画2021-2030
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7

＜参考例＞ 2050年カーボンニュートラルの姿のイメージ(環境省)
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＜参考例＞ 2050年カーボンニュートラルの姿のイメージ(環境省)
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＜参考例＞ 2050年カーボンニュートラルの姿のイメージ(環境省)
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＜参考例＞ 2050年カーボンニュートラルの姿のイメージ(環境省)



＜参考例＞ カーボンニュートラルの産業イメージ(経産省)
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＜参考例＞ カーボンニュートラルの広がり(経産省)
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Course in Practical Science for the Environment
Graduate School of the Environmental Science, Hokkaido University

Course in Practical Science for the Environment
Graduate School of Environmental Science, Hokkaido University

未来の作り方
場所・速度・加速度の発想でバックキャスティング

北海道大学大学院地球環境科学研究院 教授 山中康裕
国連大学認定ＲＣＥ北海道道央圏 副代表

R3年度第3回
「2050年北海道温室効果ガス排出量実質ゼロに向けた懇話会」検討資料

資料６

059214
四角形



Course in Practical Science for the Environment
Graduate School of the Environmental Science, Hokkaido University

①欲しい未来( )へ②行く(      )には③新しい仕組み(         )を生み出す

2040

forecasting(10年しかない)

forecasting (10年しかない)
2050

2020

2030までに作る必要あり

©山中康裕： 無断使用禁止

速度の
向きを

変える

欲しい未来

現在

仕組みづくり

30年後è新しい仕組み(加速度)で行くとè欲しい未来を…(with 世代交代)【backcasting】

高校の物理基礎で習うこと
Δ場所＝Δ時間×速度
Δ速度＝Δ時間×加速度

2040 2050待っている未来2030

10年後è今あるやり方(何もせず)で行くとè待っている未来が…【forecasting】

今の60～40代 50～30代 40～20代 世代交代して30～10代

è最初の一歩: 多世代での決め方
現世代(年長者)が、まず「新たな仕組み(加速度) を作る義務(しなければ「不作為の罪」)

年功序列的発想：
年長者の責任

君たちは待っていてね…未来は引退しているからな…

backcasting (具現化
)

現状

è多世代で新しい社会を決める

場所 速度 加速度

新しい社会の
大切にしたいもの
価値観/規範



Course in Practical Science for the Environment
Graduate School of the Environmental Science, Hokkaido University

えっどうやるの!? èヒント🤗(ごくごく簡単な例)

強み(S) 弱み(W)

機会(O) 脅威(T)

例① SWOT分析

自ら決められない要因
Ø 短期的には与えられた境界条件
Ø 長期的には複数シナリオ
(外的要因をしっかり考えて対応策)

OTの例：Society 5.0(カーボンニュートラル＆自動運転の車, 5G/6G)
エネルギー・食料の輸入(≠地産地消), 米中対立

例② シナリオプランニング
影響大

影響小

不確実 確実
現在起こっている予兆を挙げ、影響力や不確実性を考えて整理

4つの象限毎に、どのような未来が有り得るか？

目指す未来像への必要な戦略・対応の策定

©山中康裕： 無断使用禁止

そんな車ができるんだったら、公共交通機関の存続やカーシェアリング等の努力をしなくてもいい!? その費用は大丈夫？参考: IPCCの将来予測では、なりゆきシナリオからパリ協定1.5℃シナリオまで

SWOT分析の良さ：
外的要因を明示/顕在化



Course in Practical Science for the Environment
Graduate School of the Environmental Science, Hokkaido University

新しい参画の仕組みの小さな１歩
高校生・大学生(10/20代)の意見を道庁に届ける

12月18日14:00-16:30「気候次世代100人会議 in 北海道」

フォアキャスティング
(現状から何をするか)

バックキャスティング
(目標のために何が出来るか)

参考：良くある説明の例

「位置・速度・加速度」のような、具体的な関係が説明が無い

欲しい
未来

待っている
未来

現在

高校生・大学生が50人が参加し、ファシリテーター・グラフィッカー
15人がサポート＋高校教員・道庁職員など10人程度を予定

今回は突貫工事だが、こういう仕組みが常設されることが大切。
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